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BEPS 行動計画 6：租税条約濫用の防止 
 

概要 

 

「税源浸食と利益移転」（“Base Erosion and Profit Shifting”、以下“BEPS”）
プロジェクトの一環として、OECD は 2014年 3月 14日に、BEPS 行動計画 6

（「租税条約濫用の防止」）のディスカッションドラフトを公表した。 BEPS

行動計画 6 は、租税条約の濫用（特にトリーティショッピング、租税条約の特
典の濫用）を、BEPS を招く最も重要な要因の一つと指摘している。 

 

当該ディスカッションドラフトは、 OECD 租税委員会またはその下部機関の総
意を表すものではなく、利害関係者にコメントを求めるために実質的な提案を
提示することを意図している。 

 

提案 

 

(A) OECDモデル租税条約および国内法の改定による特典の不当な享受の防止 

 

特典制限条項：ディスカッションドラフトでは、米国が締結している多くの租

税条約に見られる特典制限条項をベースとした租税条約の濫用防止条項を
OECDモデル租税条約に導入することを提案している。当該条項は、関連国に
おいて十分な実態を持つ企業（および個人、非営利組織、 年金基金、政府機関
など）にのみ租税条約の特典を与えることを目的としている。当該条項は、締
約国の居住者の法的性質、所有権の帰属および通常の活動に基づき運用され
る。ディスカッションドラフトでは、「派生的受益者」（“derivative benefits”）
の規定を当該条項に含めるべきか否かについても触れている。これは、締約国が特典

を付与するか否かを判断する際、中間事業体がないものとして、その出資者を
見ることを認めるものである。 
主要目的テスト：ディスカッションドラフトでは、特典制限条項のほか、主要
目的テストを導入することを提案している。これは、租税条約の特典の享受を
取決めもしくは取引の主たる目的の一つとする場合には、特典を与えないとい
うものである。 

 

租税条約上の居住者の判定：ディスカッションドラフトでは、現行の OECD モ
デル租税条約にある、二重居住者（国内法における取扱いの相違により、一つ
の事業体が両方の締約国において居住者と認定される可能性がある）に係るタ
イ・ブレーカールール（実質的な管理機構の所在地に基づき居住者を判定す
る）を削除し、代わりに両国の権限ある当局が、実質的な管理機構の所在地、
事業体の登録地およびその他の関連の要因を参照して、協議により居住者を決
定することを提案している。 

 

最低持株期間：ポートフォリオ以外の配当に係る源泉税の低減税率の適用につ
いて、最低持株期間の条件を加えることを提案している。即ち、株主が配当に
係る低減税率の適用を受けるためには、一定期間（配当の支払時点を含む）、
株を保有することが必要となる。OECD は具体的な最低持株期間に関するコメ
ントを求めた。 
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恒久的施設（PE）への支払に係る源泉税 

 

ディスカッションドラフトでは、第三国の PEへの支払に係る源泉税の免除を制限する条項の導入を提案している。具
体的には、受領者の居住国と第三国（PE所在国）の合算税率が、居住国における税率の 60%を下回る場合には、第三
国の PEへの支払に係る源泉税は免除の適用を受けることができない。 

 

(B) 二重非課税は租税条約の意図するものではないことの明確化 

 

脱税と租税回避（租税条約の濫用を含むが、それに限らない）の防止が租税条約の目的であることを明確にするた
め、OECDモデル租税条約のタイトルと序文を改訂する。各国が租税条約を締結する目的は、脱税と租税回避の機会を
生むことなく、二重課税を回避することにある。OECDモデル租税条約のタイトルと序文の改訂は、租税条約の解釈と
も関連する。 

 

(C) 各国が租税条約を締結する前に考慮すべき租税政策上の考慮点 

 

ディスカッションドラフトでは、OECD モデル租税条約において、各国が条約の締結、変更（または終了）などに関し
て考慮すべきキーポイントを提示することを提案している。クロスボーダーのサービス、貿易、投資に係る税務上の
障害を減らすために、二重課税の回避がなお租税条約の主要な目的とされるが、その他の要因も考慮する必要があ
る。これには、国内法による二重課税回避の可能性、非課税リスクの増加、高い源泉税率による過大な税負担、確実

性の向上、納税者のクロスボーダー紛争解決の能力、将来的な締約国との徴税上の協力及び情報交換の可能性などを
含む。 

 

スケジュールおよび今後の作業 

 

BEPS プロジェクトのスケジュールは非常に厳しいことから、OECDは 2014 年 4月 9日までにコメントを提出するよう

求めた。2014 年 9月に予定されている最終提案の決定に向け、4 月 14 日、15 日にパリで公開討議が行われた。個別協
議は非常に時間を要するため、最終提案の採用には多国間協定（行動計画 15 - 2015 年 12 月まで）の締結を待つ必要が
ある。 

 

コメント 

 

上記の提案に関わる問題の一つは、主要目的テストの実務運用における不確実性である。通常、主要目的テストを一

貫した基準で運用することは難しい。この不確実性は、租税条約による特典の適用可能性を理解しようとする企業
に、実務上の問題をもたらす可能性がある。 
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